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(57)【要約】
【課題】　本願の目的は、ゲッタポンプを用いて荷電粒
子源周辺を排気する構成において、荷電粒子源駆動中の
排気性能の低下を抑制する。
【解決手段】　荷電粒子線の成形を行うアパーチャであ
って、前記アパーチャは表面に非蒸発型ゲッタポンプを
有し、前記非蒸発型ゲッタポンプが前記荷電粒子線の照
射を受ける位置に設置される。
【選択図】　図１



(2) JP 2013-45562 A 2013.3.4

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　荷電粒子線の成形を行うアパーチャであって、前記アパーチャは非蒸発型ゲッタを含み
、前記非蒸発型ゲッタは前記アパーチャの前記荷電粒子線の照射を受ける位置に設置され
ることを特徴とするアパーチャ。
【請求項２】
　前記非蒸発型ゲッタが少なくとも１層の金属堆積膜を含み、前記金属堆積膜が多結晶構
造を有し、その結晶子サイズが３ｎｍ以上２０ｎｍ以下であることを特徴とする請求項１
に記載のアパーチャ。
【請求項３】
　荷電粒子線発生手段と、前記荷電粒子線の成形を行うアパーチャと、前記荷電粒子線を
被露光物に照射する荷電粒子光学系と、前記荷電粒子光学系を排気するための排気手段と
、前記荷電粒子線発生手段の周辺を排気する補助真空ポンプと、を備えた荷電粒子線露光
装置において、
　前記補助真空ポンプは非蒸発型ゲッタを含み、前記非蒸発型ゲッタは前記アパーチャの
表面であって、前記荷電粒子線の照射を受ける位置に設置されることを特徴とする荷電粒
子線露光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子ビーム等の荷電粒子線を用いた装置に使用される電子光学系の技術分野
に属し、特に露光装置に用いられる電子光学系に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体デバイスの生産において、電子ビーム露光技術は、０．１μｍ以下の微細パター
ン露光を可能とするリソグラフィの有力候補である。電子ビーム露光技術が現在抱える大
きな課題であるスループットの向上のため、マスクを用いずに複数本の電子ビームで同時
に被露光物にパターンを描画する、いわゆるマルチビームシステムの提案がなされている
。
【０００３】
　マルチビームシステムでは、高出力の電子源または電子源群から照射された電子ビーム
を１次元または２次元のアレイ状に配列した電子光学系に導入し複数本の電子ビームを得
る。ビームの成形には開口をアレイ状に配列したアパーチャ（絞り）が用いられる。
【０００４】
　電子ビーム露光装置は気体分子の電離や電極等部材への付着、放電等を回避するためそ
の電子源および電子光学系を真空チャンバ内に配置し、内部を真空に保って使用する。特
に電子源（荷電粒子源）は、熱による放出部の蒸発やイオン化した雰囲気ガスのイオン衝
撃などによってその寿命を劣化させてしまうため、電子源周辺は高い真空度を要求する。
【０００５】
　電子源周辺の真空度を向上させるため、チャンバ全体とは別の排気装置を電子源近傍に
設置する技術が知られている。例えば排気装置として、ゲッタポンプを装置内壁に配置し
排気する技術が知られている。ゲッタには、大きく分けて「蒸発型ゲッタ」と「非蒸発型
ゲッタ（Ｎｏｎ－Ｅｖａｐｏｒａｂｌｅ　Ｇｅｔｔｅｒ：以降ＮＥＧと呼ぶことがある。
）」の２種類がある。
【０００６】
　蒸発型ゲッタは、真空中で容器内面に蒸着した金属膜をそのままポンプとして利用する
（蒸発型ゲッタポンプ）ものである。蒸発型ゲッタの代表的な材料としてはバリウム（Ｂ
ａ）がある。
【０００７】
　一方、非蒸発型ゲッタは、チタン（Ｔｉ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、バナジウム（Ｖ
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）などの金属、またはそれらを主成分とする合金から成り、容器内壁面等に蒸着やスパッ
タ等によって形成される。非蒸発型ゲッタは、真空中または不活性ガス等の雰囲気下で加
熱されることで、その表面に吸着された気体（例えば水素、酸素、窒素等）が内部へ拡散
し、最表面に清浄な金属面が露出する。これにより、真空中の残留ガスが非蒸発型ゲッタ
に吸着する（非蒸発型ゲッタポンプ）。この加熱プロセスは「活性化」と呼ばれる。どち
らの形式のゲッタも溜めこみ式のポンプであり、ガスを吸着するにつれてその排気性能が
低下するという特徴を持っている。
【０００８】
　前記ゲッタポンプとして蒸発型ゲッタを用いる技術として特許文献１のような技術が知
られている。蒸発型ゲッタは、排気性能が低下した際にゲッタとなる材料を再度蒸発させ
て、新たな金属膜を排気性能が低下した金属膜上に形成することで排気性能を回復するこ
とができる。しかし、蒸発型ゲッタポンプは、ゲッタ金属の蒸発時に当該ゲッタ金属粒子
等がチャンバ内に飛散し、一定の期間空間中に存在する（浮遊する）ことによって、電子
線と衝突して電子線の進行を阻害する、課電流資源を汚染する、被露光物を汚染する場合
がある等の問題がある。
【０００９】
　また、前記ゲッタポンプとして非蒸発型ゲッタを用いる技術として特許文献２のような
技術がある。非蒸発型ゲッタポンプは、排気性能が低下した際にゲッタを加熱し、活性化
することで排気性能を回復することができる。しかし、従来の非蒸発型ゲッタは一般に焼
結体が用いられているため、加熱方法（活性化方法）によっては発塵を伴う場合があった
。例えば電子線照射等の荷電粒子線により、加熱を行うと、発塵が伴う場合があるため、
電子線照射により焼結体からなる非活性型ゲッタを発塵を伴わないで活性化することが困
難であるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００４－２１４４８０号公報
【特許文献２】特開２０１０－１０１２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本願の目的は、ゲッタポンプを用いて荷電粒子源周辺を排気する構成において、荷電粒
子源周辺を汚染することなく、簡易な構成で荷電粒子源駆動中の排気性能の低下を抑制す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　荷電粒子線の成形を行うアパーチャであって、前記アパーチャは表面に非蒸発型ゲッタ
を含み、前記非蒸発型ゲッタは前記アパーチャの前記荷電粒子線の照射を受ける位置に設
置されることを特徴とする。
【００１３】
　また、荷電粒子線発生手段と、前記荷電粒子線の成形を行うアパーチャと、前記荷電粒
子線を被露光物に照射する荷電粒子光学系と、前記荷電粒子光学系を排気するための排気
手段と、前記荷電粒子線発生手段の周辺を排気する補助真空ポンプと、を備えた荷電粒子
線露光装置において、前記補助真空ポンプは非蒸発型ゲッタを含み、前記非蒸発型ゲッタ
は前記アパーチャの表面であって、前記荷電粒子線の照射を受ける位置に設置されること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、非蒸発型ゲッタによって構成されるゲッタ（ゲッタポンプ）は荷電粒
子線（荷電粒子ビーム）の照射を受け、そのエネルギーによって活性状態を保つ。そのた
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め、排気能力の劣化を抑制することができる。さらに室温状態よりも高い排気性能を持つ
活性状態を維持することができるため、長期間荷電粒子源周辺の真空度を高く保つことが
できる。また、電子線が照射される位置にゲッタが配置されているため、高真空度が必要
な荷電粒子源までのコンダクタンスが小さく、荷電粒子源周辺が良好な真空に保たれる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】アパーチャ概略図
【図２】ゲッタ形成工程
【図３】電子線露光装置概略図１
【図４】電子線露光装置概略図２－真空形成部
【図５】結晶性とＨ２Ｏ排気特性の関係
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、実施例により、本願の実施の形態について説明するが、本発明はこれらの記載に
よって何ら限定されるものではない。
【００１７】
　本発明において、荷電粒子光学系とは、荷電粒子源で発生した荷電粒子線を被露光物に
照射するまでの構成全体を意味する。また補助真空ポンプとは、荷電粒子線発生手段の周
辺を排気する真空ポンプであって、ゲッタポンプを意味する。
【実施例】
【００１８】
　（実施例１）
　図１～３を用いて、本発明のアパーチャの実施例１を説明する。
【００１９】
　図１（ａ）は本発明のアパーチャの上面図である。荷電粒子線のうち一部はアパーチャ
００１により遮られ、一部はアパーチャに設けられた貫通孔００２を通過して被露光物へ
と照射される。このようなアパーチャを１つ又は複数組み合わせて、荷電粒子線の経路上
に配置することにより、前記アパーチャの貫通孔を通過した荷電粒子線は所定の数に分割
され、及び／又は所定の形状に成形される。
【００２０】
　図１（ｂ）は図１（ａ）内Ａ－Ａ‘で示される断面における断面図である。アパーチャ
００３の荷電粒子線（荷電粒子ビーム）が照射される側の面にゲッタ００４を配置してい
る。アパーチャ００３、ゲッタ００４は共に荷電粒子線を透過する貫通孔００２を有して
いる。
【００２１】
　図１中では、アパーチャは２次元状に配列された複数の断面形状が円形状の貫通孔を有
しているが、１次元状配列であってもよい。また複数でなく１つの貫通孔であってもよい
し、貫通孔の断面の形状は図１のような円形状でなく、多角形状や他の任意の形状の空孔
であっても良い。
【００２２】
　図２は本発明のアパーチャに補助真空ポンプとして機能するゲッタを設ける工程を示す
アパーチャの断面図である。
【００２３】
　また図１（ｂ）中ではアパーチャ００３の荷電粒子線が照射される側の面の貫通孔００
２が形成された領域以外の領域の全面にとゲッタ００４が配置されている形態を示してい
る。しかし、本発明はこのような形態に限定されるものではなく必ずしもアパーチャ００
３の荷電粒子線が照射される側の面の貫通孔００２が、形成されていない領域の全面にゲ
ッタ００４が配置される必要はない。例えば、アパーチャ００３に形成された貫通孔００
２の内径の精度としてより高い精度を要求する場合には、ゲッタ００４を配置する領域（
位置）を調整する必要がある。また、アパーチャの荷電粒子線が照射される面に対して所
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定の角度をもって荷電粒子線（荷電粒子ビーム）が入射する際等に、入射経路上のアパー
チャの開口幅（開口径）を所定の幅で確保する必要がある場合には、ゲッタ００４を配置
する領域（位置）を調整する必要がある。具体的には、図２（ｃ）に示すように、アパー
チャ００３の荷電粒子線が照射される側の面の貫通孔００２が形成された領域及び貫通孔
の周辺の領域を除いた領域にゲッタ００４を配置する。荷電粒子線の軌道上にゲッタが存
在しないようにゲッタに設けられた貫通孔の内径をアパーチャの貫通孔の内径より大きく
なるように構成するとよい。このとき、ゲッタの貫通孔の内径とアパーチャの貫通孔の内
径との大きさの差はゲッタの膜厚と同等かその数倍程度あれば十分である。またこのよう
な構成とした場合、ゲッタの貫通孔の大きさを大きくした分、ゲッタの面積は小さくなる
が、ゲッタ全体の面積に対して減少した面積は十分小さいため補助真空ポンプであるゲッ
タポンプとしての排気能力は大きく低下することはない。本発明のゲッタを備えたアパー
チャによって荷電粒子線発生手段周辺の真空度を高めることができる。
【００２４】
　また、その他の構成として、必要に応じてアパーチャの貫通孔の内壁にも非蒸発型ゲッ
タを形成（配置）しても良い。このような構成とすることによりゲッタポンプの排気能力
を相対的に高めることができる。
【００２５】
　本発明の非蒸発型ゲッタは比表面積の大きな所定の金属材料からなる金属膜および金属
積層膜を用いることができる。ただし、非蒸発型ゲッタとして広く用いられている焼結体
型の非蒸発型ゲッタは、荷電粒子照射による発塵の恐れがあるため本発明の非蒸発型ゲッ
タとしては適さない。
【００２６】
　また本発明において、ゲッタ（ゲッタ層）はアパーチャ上に少なくとも１層設ければ良
いが、２層以上の多層構成としても良い。１層目のゲッタの排気能力が、熱処理等による
活性化によっても回復しなくなった場合に、当該１層目のゲッタ上に２層目の新規なゲッ
タを形成することもできる。
【００２７】
　ゲッタの成膜方法としては、プラズマ溶射法、電子ビーム蒸着法、スパッタ法、抵抗加
熱蒸着法など任意の成膜方法を用いることができる。
【００２８】
　以下に、本実施形態の具体的な材料、寸法例を示す。
【００２９】
　本実施例のアパーチャ００３は単結晶Ｓｉによって構成されている。アパーチャ００３
に用いる材料としては、熱伝導性を高めるためにＳｉ、Ｃｕ、Ｗ、Ｍｏなどの金属を用い
ることが好ましい。ゲッタ００４に用いる金属材料としてはＴｉ、Ｚｒ、Ｖやその合金を
用いるのが好ましい。本実施例では、非蒸発型ゲッタ材料としてＴｉを用いている。
【００３０】
　以下に図２を用いて本実施形態の具体的な製造方法例を示す。アパーチャ００３は単結
晶シリコン基板にフォトリソグラフィと深堀ドライエッチングを用いて貫通孔を形成する
。シリコン基板の厚さは５２５μｍ、貫通孔の内径は１８μｍである。次に、アパーチャ
００３上にゲッタ００４をリフトオフパターニングを用いて以下の手順で形成する。先ず
、前記貫通孔を形成したシリコン基板にポジレジストを塗布し、貫通孔付近をマスクして
露光、現像すると、図２（ａ）に示すように空孔がレジスト００７で充填される。このと
き、貫通孔内部だけでなく、貫通孔の周辺部にもレジストを残存させることによって、貫
通孔の内径よりも大きい内径を有する貫通孔をゲッタ（ゲッタ層）に形成することができ
る。続いて、図２（ｂ）に示すように、前記レジストをパターニングしたアパーチャにＴ
ｉをゲッタ層として成膜する。成膜法としてはスパッタリング法を用いた。膜厚は９００
ｎｍである。成膜条件を表１に示す。最後に、レジスト層を剥離すると図２（ｃ）のよう
にゲッタ層００８がリフトオフパターニングされる。以上の工程によって、本発明の荷電
粒子線の照射を受ける位置にゲッタを持つアパーチャを作製することができる。また、図
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２においては、レジスト層を１層とする構成を示しているが、必要に応じて複数層のレジ
ストを積層してパターニング加工することもできる。　レジスト層を複数層形成する際に
、レジストを形成する領域をレジスト層毎に異ならせることで、積層したレジストの断面
形状をテーパ状又は階段状に形成することができる。例えばレジストの断面形状をギャク
テーパ状に形成することにより、ゲッタ層をリフトオフする際にバリ等の発生を抑制する
ことができるためより好適である。
【００３１】
　（実施例２）
　図３、４を用いて本発明の第２の実施例である荷電粒子線露光装置を説明する。
【００３２】
　図３は本発明の第１の実施例と同じ構成のアパーチャを用いたマルチ荷電粒子線露光装
置の構成を示す図である。本実施形態は個別に投影系をもついわゆるマルチカラム式であ
る。
【００３３】
　荷電粒子源１０８からアノード電極１１０によって引き出された放射荷電粒子線は、ク
ロスオーバー調整光学系１１１によって照射光学系クロスオーバー１１２を形成する。
【００３４】
　ここで荷電粒子源１０８としてはＬａＢ６やＢａＯ／Ｗ（ディスペンサーカソード）な
どのいわゆる熱電子型の電子源が用いられる。
【００３５】
　クロスオーバー調整光学系１１１は２段の静電レンズで構成されており、１段目・２段
目共に静電レンズは３枚の電極からなり、中間電極に負の電圧を印加し上下電極は接地す
る、いわゆるアインツェル型の静電レンズである。
【００３６】
　照射光学系クロスオーバー１１２から広域に放射された荷電粒子線は、コリメータレン
ズ１１５によって平行ビーム（荷電粒子ビーム）となり、アパーチャ１１７へと照射され
る。
【００３７】
　アパーチャ１１７には実施例１で示した製造方法で作製したアパーチャを用いた。前述
のようにアパーチャ１１７には荷電粒子線が照射されるため、ゲッタが活性化され、ゲッ
タポンプの排気能力は良好な状態で維持されるため、荷電粒子源１０８周辺の真空度を高
く保つことができる。またこのとき、荷電粒子線が照射されたゲッタからの発塵も発生し
ないため、周囲を汚染することはなく雰囲気は清浄に保たれる。
【００３８】
　アパーチャ１１７によって分割されたマルチ荷電粒子線１１８は、集束レンズアレイ１
１９によって個別に集束され、ブランカーアレイ１２２上に結像される。
【００３９】
　ここで集束レンズアレイ１１９は３枚の多孔電極からなる静電レンズアレイであり、３
枚の電極のうち中間の電極のみ負の電圧を印加し上下電極は接地する、いわゆるアインツ
ェル型の静電レンズアレイである。
【００４０】
　またアパーチャ１１７はＮＡ（収束半角）を規定する役割も持たせるため、集束レンズ
アレイ１１９の瞳面位置（集束レンズアレイの前側焦点面位置）に置かれている。
【００４１】
　ブランカーアレイ１２２は個別の偏向電極を持ったデバイスで、描画パターン発生回路
１０２、ビットマップ変換回路１０３、ブランキング指令回路１０７によって生成される
ブランキング信号に基づき、描画パターンに応じて個別に荷電粒子線のｏｎ／ｏｆｆを行
う。
【００４２】
　荷電粒子線がｏｎの状態のときには、ブランカーアレイ１２２の偏向電極には電圧を印
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加せず、荷電粒子線がｏｆｆの状態のときには、ブランカーアレイ１２２の偏向電極に電
圧を印加してマルチ荷電粒子線を偏向する。ブランカーアレイ１２２によって偏向された
マルチ荷電粒子線１２５は後段にあるストップアパーチャ１２３によって遮断され、荷電
粒子線がｏｆｆの状態となる。
【００４３】
　本実施例においてブランカーアレイは２段で構成されており、ブランカーアレイ１２２
及びストップアパーチャ１２３と同じ構造の、第２ブランカーアレイ１２７および第２ス
トップアパーチャ１２８が後段に配置されている。
【００４４】
　ブランカーアレイ１２２を通ったマルチ荷電粒子線は第２集束レンズアレイ１２６によ
って第２ブランカーアレイ１２７上に結像される。さらにマルチ荷電粒子線は第３・第４
集束レンズによって集束されてウエハー１３３上に結像される。ここで、第２集束レンズ
アレイ１２６・第３集束レンズアレイ１３０・第４集束レンズアレイ１３２は集束レンズ
アレイ１１９同様に、アインツェル型の静電レンズアレイである。
【００４５】
　第４集束レンズアレイ１３２は対物レンズとなっており、その縮小率は１００倍程度に
設定される。これにより、ブランカーアレイ１２２の中間結像面上の荷電粒子線１２１（
スポット径がＦＷＨＭで２μｍ）が、ウエハー１３３面上で１００分の１に縮小され、Ｆ
ＷＨＭで２０ｎｍ程度のマルチ荷電粒子線が試料（被露光物）であるウエハー上に結像さ
れる。ここでＦＷＨＭとは、半値全幅　（ｆｕｌｌ　ｗｉｄｔｈ　ａｔ　ｈａｌｆ　ｍａ
ｘｉｍｕｍ）を意味する。
【００４６】
　ウエハー上のマルチ荷電粒子線のスキャンは偏向器１３１で行うことができる。偏向器
１３１は対向電極によって形成されており、ｘ、ｙ方向について２段の偏向を行うために
４段の対向電極で構成される（図中では簡単のため２段偏向器を１ユニットとして表記し
ている）。偏向器１３１は偏向信号発生回路１０４の信号に従って駆動される。
【００４７】
　パターン描画中はウエハー１３３はＸ方向にステージ１３４によって連続的に移動する
。またレーザー測長機による実時間での測長結果を基準としてウエハー面上の荷電粒子線
１３５が偏向器１３１によってＹ方向に偏向される。ブランカーアレイ１２２及び第二ブ
ランカーアレイ１２７は描画パターンに応じて荷電粒子線のｏｎ／ｏｆｆを個別に行う。
これにより、ウエハ１３３面上に所望のパターンを高速に描画することができる。
【００４８】
　以上の構成のうち、制御回路を除く電子光学系は図４に示すようにチャンバ１３６内に
設置されており、チャンバ１３６内部はターボ分子ポンプ１３７にて排気されている。チ
ャンバ内の圧力は圧力計Ａ１３８と圧力計Ｂ１３９で測定している。
【００４９】
　アパーチャ１１７として、通常の表面にゲッタを配置しないアパーチャを用いた場合の
チャンバ内圧力は、圧力計Ａ、圧力計Ｂともに１×１０－３　［Ｐａ］を示した。アパー
チャ１１７として実施の形態１にて示した製造方法にて作製したアパーチャを用いた場合
のチャンバ内圧力は、圧力計Ａが１×１０－３［Ｐａ］、圧力計Ｂが５×１０－５　［Ｐ
ａ］を示した。
【００５０】
　本実施の形態で荷電粒子源の寿命評価を行ったところ、本願のアパーチャを用いた場合
荷電粒子源の劣化が抑制されていることが確認された。
【００５１】
　本実施例ではアパーチャ１１７に実施例１に示した方法で作製したアパーチャを用いた
場合を例に示したが、他の荷電粒子照射を受ける部材にゲッタを配置しても同様の効果が
期待できる。例えば、ストップアパーチャ１２３、１２８の荷電粒子照射を受ける部分に
ゲッタを配置してもよい。
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【００５２】
　（実施例３）
　図５を用いて本発明の第３の実施例であるアパーチャの最表面部に多結晶金属堆積膜を
持つゲッタを有する構成を説明する。
【００５３】
　本実施形態の説明をする前に、非蒸発型ゲッタの排気能力と非蒸発型ゲッタの結晶性の
関係について説明する。
【００５４】
　活性化された非蒸発型ゲッタはその最表面に活性な金属層を持ち、飛来した気体分子と
化学結合し吸着することで排気を行う。非蒸発型ゲッタの排気能力は気体分子を吸着する
表面積が大きいほど吸着量が増加するため、その比表面積が大きい程、アパーチャの単位
面積当たりに形成したゲッタの排気能力が大きくなる。
【００５５】
　結晶性が高く結晶子サイズが大きい、いわゆる緻密な金属層の場合には、その緻密さ故
に充填率（密度）が大きくなり比表面積が小さくなる。また、結晶性が低く結晶子サイズ
の極めて小さい、いわゆるアモルファスな金属層の場合には、構造体を作らないが故に層
としての充填率（密度）が高く、この場合もまた、比表面積が小さくなる。
【００５６】
　これに対して、前者二つの中間にあたる結晶性、結晶子サイズを持つ金属層の場合には
、金属層は適度な多結晶構造を有する。多結晶構造の金属層はその微細結晶構造の積み重
なりにより、充填率が低く空孔の多い層構造となる（適当な空隙率を有する）。そのため
、比表面積が大きくなり非蒸発型ゲッタとして用いた場合にその排気能力が大きくなる。
【００５７】
　結晶性の異なる非蒸発型ゲッタを作製し、結晶性と排気能力との関係を測定した。測定
に用いた結晶性が高く緻密なゲッタＡ、多結晶膜であるゲッタＢ、結晶性が低くアモルフ
ァス構造を有するゲッタＣを以下の手順で形成した。
【００５８】
　先ず、平板ガラス状に凹凸の大きなＴｉ膜ゲッタをスパッタリングによって成膜する。
続けて成膜条件を変えて結晶性を変えたＺｒをスパッタリング成膜によって形成する。成
膜条件を表２に示す。Ｚｒの下層としてＴｉ膜ゲッタを用いたのは、凹凸を作ることで排
気能力を高め、測定を容易にするためである。
【００５９】
　測定した結晶性と活性化直後のＨ２Ｏ排気速度との関係を図５に示す。結晶性の尺度と
しては結晶子サイズを用いている。結晶子サイズはＸＲＤ（Ｘ線回折）のピークの半値幅
からＳｃｈｅｒｒｅｒの式「Ｄ＝Ｋλ／βｃｏｓθ」を用いて換算した。測定に用いた結
晶面の方向は［１００］面であり、Ｄは結晶子サイズの平均値、ＫはＳｃｈｅｒｒｅｒ定
数、λはＸ線の波長、βはＸＲＤ測定におけるピークの半値幅、θはＸＲＤ測定における
ピークの回折角である。ここでは、ＸＲＤ測定に対して、ＰＡＮａｌｙｔｉｃａｌ社製Ｘ
’Ｐｅｒｔ　ＰＲＯ　ＭＲＤを用いた。本明細書において、測定に用いたＸ線の波長λは
１．５Åである。また、Ｓｃｈｅｒｒｅｒ定数Ｋ＝０．９、ピーク回折角θ＝３５°の値
を用いた。
【００６０】
　排気速度指標としてＨ２Ｏガスを選択したのは、装置内においても脱ガスを回避するこ
とが非常に難しく、高い排気能を求められるガス種であるからである。
【００６１】
　図５より、結晶子サイズの小さい領域および結晶子サイズの大きい領域で排気速度が小
さくなり、非蒸発型ゲッタとして適切な結晶子サイズがあることがわかる。実用上は図５
のグラフの半値幅を非蒸発型ゲッタとして有効に機能する領域であると規定することがで
き、図５からその有効な数値範囲は５ｎｍ以上１５ｎｍ以下と見積もることができる。こ
こでまた測定装置に依存する係数等を考慮に入れると、Ｓｃｈｅｒｒｅｒ定数Ｋは０．９
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±０．３程度の幅を持ちうる。よって本発明においては、装置起因の誤差を考慮に入れて
、非蒸発型ゲッタとして有効に機能する結晶子サイズは３ｎｍ以上２０ｎｍ以下と規定で
きる。また金属多結晶では方向によって結晶子サイズが異なって見える場合があるため、
平均として上記の結晶子サイズ範囲に入っていれば、層の全体構造には大きな影響は与え
ず、非蒸発型ゲッタの特性を損なうことがないため好ましい。
【００６２】
　また、本実施例では［１００］面を用いて結晶子サイズを特定したが、任意の軸方向に
関する結晶子サイズであっても、特定の軸方向に関する結晶子サイズであっても非蒸発型
ゲッタの特性を損なわない。
【００６３】
　（実施例４）
　実施例４は、実施例２として説明した荷電粒子線露光装置において、アパーチャ１１７
の非蒸発型ゲッタとして実施例３にて成膜方法を示した試料Ｂと同様の多結晶ＺｒとＴｉ
の積層膜を用いた場合について説明する。
【００６４】
　この時、チャンバ内圧力は、圧力計Ａが１×１０－３　［Ｐａ］、圧力計Ｂが１×１０
－５　［Ｐａ］を示した。以上の結果から非蒸発型ゲッタの最表面層を多結晶膜としたこ
とにより、荷電粒子源周辺の真空度の向上が確認できる。荷電粒子源の寿命測定を行った
ところ、実施例２の場合よりも劣化が抑制されることが確認された。
【符号の説明】
【００６５】
　００１、００３　アパーチャ
　００２　貫通孔
　００４　ゲッタ

【図１】 【図２】
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